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ま え が き

青森県財政事情の公表は、県民の皆様に県財政の状況を広く知っていただくために、毎年２回行っ

ているものです。

今回は、令和元年度当初予算並びに平成30年度下半期（平成30年10月から平成31年３月まで）の

予算及びその執行状況について、そのあらましを御説明いたします。

この公表を通じ、県民の皆様におかれましては、県の財政運営の実態を御理解いただき、県勢発展

のために一層の御協力をお願いいたします。

令和元年６月

青森県知事 三 村 申 吾

（ ）2青 森 県 報 号外第●16号令和元年６月28日 金曜日

1





目 次

第１ 令和元年度当初予算について

一 予算編成の基本方針 4

二 一般会計予算

１ 予算規模 5

２ 財政健全化に向けた取組み 5

３ 歳入予算 7

４ 歳出予算 13

５ 令和元年度「選ばれる青森」への挑戦推進事業 23

三 特別会計予算 32

第２ 平成30年度下半期の予算補正について

一 一般会計予算 34

二 特別会計予算 40

第３ 県債及び一時借入金の現在高の状況について

一 県債  42

二 一時借入金 43

第４ 収入及び支出の状況について 44

第５ 県有財産の現在高の状況について 49

第６ 県民の県税負担の状況について 50

第７ 公営企業の業務状況について

一 青森県病院事業会計 51

二 青森県工業用水道事業会計 56

3



第１ 令和元年度当初予算について

一 予算編成の基本方針

令和元年度当初予算の編成に当たっては、平成30年12月に策定した「青森県基本計画『選ばれる

青森』への挑戦」と「青森県行財政改革大綱」を踏まえ、財政健全化努力を継続しつつ、更なる挑戦

となる「選ばれる青森」の実現に向け、人口減少克服をはじめとする本県の重要課題に対応するため、

新たに設定した５つの戦略プロジェクトに基づく施策の重点化を図り、経済を回す仕組みづくり、労

働力不足への対応、若者や女性の県内定着・還流の促進、2025年以降を見据えた「青森県型地域共

生社会」の実現、県民の健康づくりなど、各種施策に総力を挙げて取り組むこととしました。
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二 一般会計予算

１ 予算規模

消費税率の引上げに伴う社会保障関係費や国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対

策」に呼応した公共事業費などが増額となった結果、予算規模、一般歳出とも前年度を上回り、４

年ぶりのプラス予算となりました。

また、一体編成した平成30年度２月補正予算を加えた「実行」予算ベースでも、前年度を上回

る規模となりました。

２ 財政健全化に向けた取組み

歳入環境が厳しい中ではあるものの、これまでの行財政改革努力の成果発現により、基金取崩額

は３年連続でゼロとなり、収支均衡を維持しました。

また、県債発行総額については、国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」に基

づく国直轄・補助事業に対応するための県債（防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債）を除けば、

臨時財政対策債及び臨時財政対策債以外の県債がそれぞれ減額となり、県債発行総額は前年度を下

回りました。（△46億円）
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〔第１図〕 一般会計当初予算規模の推移
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〔第２図〕 基金取崩額の推移

〔第３図〕 県債発行総額（当初予算ベース）



３ 歳入予算

歳入予算のうち、自主財源の大宗をなす県税については、軽油引取税、固定資産税が前年度を上

回ると見込まれるものの、企業収益の悪化等により、法人関係税の減収が見込まれるほか、地方消

費税、核燃料物質等取扱税などが前年度を下回ると見込まれることから、全体として前年度を下回

りました。

また、地方消費税清算金についても、全国の地方消費税収入見込額等を基礎に算定したところ、

前年度を下回りました。

地方譲与税については、全国の譲与総額等を基礎に算定したところ、地方法人特別譲与税の増収

が見込まれるほか、都道府県の自動車重量譲与税及び森林環境譲与税が創設されたことから、前年

度を上回りました。

地方特例交付金については、令和元年10月から実施する幼児教育の無償化に係る地方負担分を

措置する子ども・子育て支援臨時交付金が創設されたことから、前年度を上回りました。

地方交付税については、令和元年度地方財政対策において、前年度を上回る一般財源総額及び地

方交付税総額が確保されたことから、地方交付税としては前年度を上回ったものの、国・地方の折

半対象となる財源不足額の解消に伴い、臨時財政対策債は大幅に抑制されたため、臨時財政対策債

を含む実質的な地方交付税については、前年度を下回りました。

県債については、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債が増額となったものの、臨時財政対策

債の減額により、県債発行総額は前年度を下回りました。

➤ 臨時財政対策債とは、地方交付税の財源不足分を補填するための借入金のうち、地方自治体が負担するこ

ととなった分について、自治体自らが直接借入することによる特例公債です。なお、この臨時財政対策債の

元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税に算入することとなっています。
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➤ 県が自ら徴収又は収納できるのが自主財源であり、国から定められた額を交付されたり、割り当てら

れたりするのが依存財源です。また、県の歳入は、その使途が特定されているかどうかにより特定財源

と一般財源とに分類されます。
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〔第４図〕 歳 入 予 算 の 構 成 内 容



⑴ 県税

1,415億5,116万３千円で、前年度と比較しますと、34億7,969万８千円、2.4％の減となっていま

す。
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〔第５図〕 県 税 の 税 目 別 構 成 内 訳



⑵ 地方消費税清算金

509億7,868万８千円で、前年度と比較しますと、４億4,053万８千円、0.9％の減となっています。

〔第６図〕 地方消費税清算金の状況

⑶ 地方交付税

地方公共団体間の財政力の地域間格差を是正し、一定の行政水準を確保できるようにするため、

地方公共団体ごとに標準的な基準財政需要額と基準財政収入額とを算定し、財源不足が生ずる場合

にその不足額について国から交付されるものです。令和元年度は、2,117億3,600万円で、前年度と

比較しますと、48億7,700万円、2.4％の増となっています。

なお、普通交付税から振り替えられる臨時財政対策債を含めた実質の地方交付税総額ベースで

は、21億7,700万円、0.9％の減となっています。

〔第７図〕 地方交付税の状況

〔参考〕 地方交付税（臨時財政対策債含む）の状況
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⑷ 国庫支出金

1,050億3,846万６千円で、前年度と比較しますと、43億5,284万５千円、4.3％の増となっていま

す。

〔第８図〕 国庫支出金の状況

⑸ 県債

628億2,761万円で、前年度と比較しますと、45億2,439万円、6.7％の減となっています。

〔第９図〕 県債の発行額の推移

11



〔第10図〕 歳入総額に占める県債の発行額の比率の推移

⑹ その他

その他の歳入予算としては、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、繰入金、諸収入

等があります。
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４ 歳出予算

○款別予算概要

歳出予算の款別構成内訳は、第11図のとおりとなっています。

なお、款別構成内訳の推移は、第12図のとおりです。

〔第11図〕 款 別 構 成 内 訳
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〔第12図〕 款別構成内訳の推移
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⑴ 総務費

本年度予算額 313億1,442万７千円

前年度予算額 297億7,090万１千円

この予算は、県行政の総括管理、企画事務等の遂行、徴税、選挙等に要する経費です。前年度と

比較しますと、15億4,352万６千円、5.2％の増となっています。これは、主として、県議会議員選

挙費、参議院議員選挙費及び知事選挙費の増によるものです。

⑵ 民生費

本年度予算額 1,050億 914万４千円

前年度予算額 976億4,763万５千円

この予算は、県民生活の安定と福祉の増進を図る経費です。前年度と比較しますと、73億6,150

万９千円、7.5％の増となっています。これは、主として、地域医療介護総合確保基金関連経費等

の増によるものです。
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⑶ 環境保健費

本年度予算額 220億 453万２千円

前年度予算額 215億7,341万６千円

この予算は、県民の健康を守り、快適な生活環境を保持するための経費です。前年度と比較しま

すと、４億3,111万６千円、2.0％の増となっています。これは、主として、新型インフルエンザ等

対策推進事業費等の増によるものです。

⑷ 労働費

本年度予算額 23億6,233万６千円

前年度予算額 25億 669万３千円

この予算は、労働力の安定確保、職業訓練、失業対策等に要する経費です。前年度と比較します

と、１億4,435万７千円、5.8％の減となっています。これは、主として、離職者等再就職訓練事業

費等の減によるものです。
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⑸ 農林水産業費

本年度予算額 448億8,869万８千円

前年度予算額 456億 577万１千円

この予算は、農林水産業の振興を図るための経費です。前年度と比較しますと、７億1,707万３

千円、1.6％の減となっています。これは、主として、国営土地改良事業負担金等の減によるもの

です。

⑹ 商工費

本年度予算額 587億9,828万１千円

前年度予算額 601億6,185万９千円

この予算は、中小企業を中心とした商工業の振興、企業誘致、観光物産の振興、大規模開発等を

図るための経費です。前年度と比較しますと、13億6,357万８千円、2.3％の減となっています。こ

れは、主として、地域・産業振興プロジェクト支援事業運用資金貸付金等の減によるものです。
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⑺ 土木費

本年度予算額 705億 699万８千円

前年度予算額 702億2,728万８千円

この予算は、道路、河川、砂防、港湾、都市計画、住宅等の県民生活の基礎となる公共施設の整

備を図るための経費です。前年度と比較しますと、２億7,971万円、0.4％の増となっています。こ

れは、主として、公共事業費等の増によるものです。

⑻ 警察費

本年度予算額 301億997万円

前年度予算額 308億623万円

この予算は、公共秩序を維持し、県民生活の安全確保を図るための経費です。前年度と比較しま

すと、６億9,626万円、2.3％の減となっています。これは、主として、つがる警察署庁舎建築事業

費等の減によるものです。
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⑼ 教育費

本年度予算額 1,363億3,389万４千円

前年度予算額 1,372億7,344万９千円

この予算は、学校教育、体育、文化、社会教育等の振興を図るための経費です。前年度と比較し

ますと、９億3,955万５千円、0.7％の減となっています。これは、主として、教職員人件費等の減

によるものです。

⑽ 公債費

本年度予算額 1,065億6,020万７千円

前年度予算額 1,088億1,325万円

この予算は、一時借入金の利子及び県債の償還のための経費です。前年度と比較しますと、22

億5,304万３千円、2.1％の減となっています。これは、主として県債償還費の減によるものです。

⑾ その他

その他の歳出予算として、県議会の運営のための経費、災害復旧費、諸支出金及び予備費があり

ます。
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○性質別予算分析

歳出予算を性質別に分析しますと、義務的経費、投資的経費、その他の経費の三つに大別されます。

⑴ 義務的経費

義務的経費は、支出が義務づけられている経費で、人件費、扶助費及び公債費で構成されます。

人件費は、一般行政職員4,030人、警察職員2,699人、学校職員11,910人の合計18,639人の給与費等

です。扶助費は、生活保護費、児童福祉等に係る措置費、精神疾患、難病等に係る医療給付金等です。

また、公債費は、県債の償還及び一時借入金の利払に要する経費です。

義務的経費の総額は、2,907億954万１千円で、前年度と比較しますと、36億8,443万２千円、1.3％

の減となっています。これは、人件費については、退職者数の減による退職手当の減額とともに、職

員数の減が見込まれること等による減額が、公債費については、これまでの県債の新規発行の抑制等

による減額がそれぞれ見込まれることによるものです。

また、予算総額に占める割合は43.7％で、前年度の44.4％と比較して1.3ポイント減少しています。

⑵ 投資的経費

投資的経費は、社会資本の整備を図るための経費で、普通建設事業費及び災害復旧事業費で構成さ

れています。

投資的経費の総額は、1,232億3,182万６千円で、前年度と比較しますと、２億2,903万８千円、0.2％

の増となっています。これは、主として、公共事業関係費の増額等によるものです。

⑶ その他の経費

その他の経費としては、補助費等、貸付金、物件費等があり、その総額は、2,510億5,863万３千円

で、前年度と比較しますと、54億5,539万４千円、2.2％の増となっています。これは、主として、消

費税率の引上げに伴う社会保障関係費の増額が見込まれることなどによるものです。
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〔第１表〕 性 質 別 予 算 の 状 況
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％ ％ ％

（単位 千円）

区 分

令 和 元 年 度 平 成 儫 年 度
前 年 度 比 較

Ａ－Ｂ
Ｃ

伸び率

Ｃ
Ｂ

当 初 予 算 額
Ａ 構成比 当 初 予 算 額

Ｂ 構成比

義
務
的
経
費

人 件 費
扶 助 費
公 債 費

計

164,141,335
20,104,760
106,463,446
290,709,541

24.7
3.0
16.0
43.7

165,774,793
19,919,942
108,699,238
294,393,973

25.0
3.0
16.4
44.4

△1,633,458
184,818

△2,235,792
△3,684,432

△1.0
0.9
△2.1
△1.3

投

資

的

経

費

普通建設事業費
補 助
単 独
国 直 轄
受 託 事 業

災害復旧事業費
計

119,113,188
71,781,101
41,209,316
5,864,119
258,652
4,118,638
123,231,826

17.9
10.8
6.2
0.9
0.0
0.6
18.5

118,805,097
63,889,477
48,162,199
6,527,951
225,470
4,197,691
123,002,788

17.9
9.6
7.3
1.0
0.0
0.7
18.6

308,091
7,891,624
△6,952,883
△663,832
33,182
△79,053
229,038

0.3
12.4
△14.4
△10.2
14.7
△1.9
0.2

そ
の
他
の
経
費

補 助 費 等
貸 付 金
物 件 費
そ の 他

計

164,378,935
37,803,044
28,963,355
19,913,299
251,058,633

24.7
5.7
4.4
3.0
37.8

159,696,551
38,581,215
28,350,197
18,975,276
245,603,239

24.1
5.8
4.3
2.8
37.0

4,682,384
△778,171
613,158
938,023
5,455,394

2.9
△2.0
2.2
4.9
2.2

合 計 665,000,000 100.0 663,000,000 100.0 2,000,000 0.3

※社会保障施策に係る主なものを掲載したもの。
※精神障害者措置入院及び通院医療扶助費、生活保護扶助費、難病関係医療扶助費、小児慢性特定疾患扶助費、児童扶養手当給
付費及び児童入所施設等扶助費は扶助費の計に含まれるもの。

（参考）地方消費税及び地方消費税清算金（税収連動交付金差引後） 246億9,162万８千円
うち税率引上げによる増収見込額 102億円程度

＜社会保障施策に要する経費＞
介護保険関係負担金・交付金 223億6,444万９千円
後期高齢者医療関係負担金 170億7,193万円
国民健康保険関係負担金・繰出金 140億8,265万６千円
障害者自立支援関係負担金 96億7,394万４千円
精神障害者措置入院及び通院医療扶助費 31億 78万１千円
地域医療介護総合確保基金関係費（医療分） 24億5,894万８千円
地域医療介護総合確保基金関係費（介護分） 48億 334万８千円
生活保護扶助費及び市交付金 78億5,715万６千円
医療費助成関係補助金 21億 402万円
難病関係医療扶助費 16億7,049万７千円
小児慢性特定疾患扶助費 １億7,114万３千円
児童手当等負担金 24億7,698万５千円
児童扶養手当給付費 17億9,473万８千円
児童入所施設等扶助費 20億8,114万５千円
教育・保育給付費負担金 111億5,401万５千円
子ども・子育て支援新制度関係費（上記以外） 14億9,463万７千円

計 1,043億6,039万２千円
（一般財源 870億4,764万円）



〔第13図〕 性 質 別 予 算 構 成 比

〔第14図〕 性質別予算構成比の推移
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５ 令和元年度「選ばれる青森」への挑戦推進事業

青森県基本計画「選ばれる青森」への挑戦では、めざす姿の実現に向けて、５つの戦略プロジェ

クト、４つの分野別取組により政策・施策の取組の重点化を図ります。また、地域県民局では、地

域別計画に掲げる地域のめざす姿の実現のため、地域別計画推進事業を実施します。

戦略プロジェクト１ 「選ばれる青森」食と観光成長プロジェクト 37事業 650百万円

本県の強みである豊富な農林水産品や食品製造業、流通販売業、飲食店、グリーン・ツーリズム

などの食に関わる産業と、多彩な地域資源を生かし成長する観光との連携を一層強化し、「経済を

回す」取組のけん引役として更なる成長をめざし、国内外に向けた「消費の拡大、販路の拡大」の

取組を重点的に推進します。

１ 食の商品力を極める

食の商品力を極めるため、県産品のブランド価値の向上、農商工連携などによる付加価値の高い

商品づくりを推進するとともに、青森ファンを増やし県産品のブランド価値を高める効果的な情報

発信に取り組みます。

【主な事業】

あおもり米「青天の霹靂」ブランド強化推進事業 70,127千円

酒造好適米「吟烏帽子」ブランド化推進事業 4,500千円

おうとう「ジュノハート」ブランド化戦略推進事業 22,517千円

２ 食の販売力を極める

食の販売力を極めるため、これまで構築してきた販売ネットワークを活用した地域による主体的

な販売促進活動を展開するとともに、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」などを活用した国内外市場の開拓と

販路拡大に取り組みます。

【主な事業】

「業務用食品」提案型セールス活動推進事業 8,041千円

ロジスティクス活性化事業 58,770千円

東アジア観光連動型輸出拡大強化事業 21,630千円

３ 立体観光の推進

立体観光の推進に向け、陸路・海路・空路といった多様な交通手段の充実を図るとともに、津軽
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海峡交流圏などの広域・周遊観光の一層の推進、好調なインバウンド需要の獲得に向けた国際定期

便やチャーター便等の活用による誘客促進に取り組みます。

【主な事業】

台湾定期便等就航対策事業 50,371千円

クルーズ船誘致営業推進事業 23,585千円

青函周遊観光定着化事業 37,688千円

４ 観光消費の拡大

観光消費の拡大に向け、グリーン・ツーリズムなどの本県の地域資源を生かした各種テーマ観光

や通年観光の更なる推進、着地型旅行商品の開発など、青森ならではの新しい魅力を創出し、ター

ゲットに応じた戦略的な情報発信に取り組みます。

また、外国人観光客に向けた県産品等の購入や長期滞在による宿泊の増加を促す取組を進めると

ともに、消費行動につながる受入態勢の整備等を促進するなど、滞在時間の増加と滞在の質の向上

に努めるとともに、投資を呼び込む観光産業の実現に取り組みます。

【主な事業】

韓国誘客対策強化事業 28,837千円

台湾誘客対策強化事業 22,437千円

中国誘客対策強化事業 29,016千円

戦略プロジェクト２ 多様なしごと創出プロジェクト 45事業 475百万円

創業・起業の推進、新産業の創出など多様な雇用を創出するほか、各産業分野における働き方改

革の推進や労働力の確保、最新機械・技術等の導入による生産性向上等の取組を推進します。

１ 魅力ある雇用の創出

魅力ある雇用の創出のため、成長分野への県内企業の参入の促進、創業・起業支援の充実・強化、

産学官金連携や知的財産の活用などを通じた新産業・新事業の創出、金融機関等と連携した円滑な

事業承継を促す態勢の強化、本県の強みを生かした分野での戦略的な企業誘致活動に取り組みま

す。
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【主な事業】

情報・クリエイティブ関連産業誘致強化・促進事業 6,277千円

あおもりイノベーション事業化促進事業 15,346千円

ＡＩ・ＩｏＴ関連産業創出事業 15,972千円

２ 多様な労働力確保

多様な労働力の確保に向けて、若者・女性・高齢者などの潜在的な労働力の活躍促進を図るほか、

新たな労働力の掘り起こしに取り組みます。

【主な事業】

新しい薬剤師の人財創出事業 5,246千円

「Ａｏｍｏｒｉインフラアカデミー」推進事業 6,031千円

地域農業労働力補完システム構築事業 13,354千円

３ 生産性向上・働き方改革

各産業の実情を踏まえたＩＣＴ分野における革新技術（ＡＩ・ＩｏＴ）を活用した生産性の向上

とこれを担う産業人財の能力開発の取組を推進します。

また、働き方改革に向け、業務効率化の促進、生産性の向上に向けた経営者の意識改革など、働

き方の見直しの取組を推進します。

【主な事業】

ＡＩ・ＩｏＴ等に対応した生産性向上支援事業 19,698千円

労働力不足に対応した先端農業技術導入推進事業 4,130千円

あおもりながいも産地力強化推進事業 6,048千円

戦略プロジェクト３ 「住みたいあおもり」若者・女性プロジェクト 31事業 342百万円

一人でも多くの若者、女性の県内定着と還流の促進に向け、本県の「暮らし」や「しごと」に関

する情報を、ターゲットや段階に応じて提供していくほか、魅力ある生活環境づくりのため暮らし

やすさの向上や文化・芸術の情報発信等に取り組むとともに、移住相談体制の充実や結婚・妊娠・

出産・子育てしやすい環境づくりなどに取り組みます。

１ 高校生・大学生の県内定着促進

高校生・大学生の県内定着促進のため、高校や大学などと連携を図りながら、ターゲット・段階
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に応じた、本県の「くらし」や「しごと」に関する生徒・学生・保護者・教員・県内企業との相互

理解を促進する取組を強化します。

【主な事業】

あおもりインターンシップ・就活応援事業 27,319千円

選ばれる県内企業魅力発信事業 15,570千円

地域と連携したキャリア教育推進事業 5,593千円

２ 女性の県内定着促進

女性の県内定着促進のため、県内企業における女性活躍推進に向けた職場環境の整備、女子学生

の県内定着、還流の促進、子育て世代や介護世代等、個々のニーズに合ったきめ細かい就業支援を

行うとともに、活躍の場を広げるためのネットワークの構築、キャリア支援に取り組みます。

【主な事業】

女性の活躍推進加速化事業 4,211千円

次世代「あおもりなでしこ」還流・就業促進事業 13,590千円

女性が輝く建設業推進事業 6,041千円

３ 移住・Ｕターン促進

移住希望者への効果的な情報発信、しごと・住まいの確保など受入態勢の整備、移住者の定着に

向けたサポート体制の強化など、ニーズを踏まえたきめ細かい支援の充実により、県外からの人財

還流を一層促進します。

【主な事業】

青森県移住促進加速化プロジェクト事業 31,924千円

県外向け戦略的メディアミックス広報事業 14,249千円

攻めのＵＩＪターン就職推進事業 20,087千円

４ 魅力ある生活環境づくり

若者や女性にとって魅力ある生活環境づくりのため、自然、文化、芸術など本県が有している魅

力への気づきや誇りを喚起するとともに、暮らしやすさの向上を図るなど、安全・安心で快適な生

活環境の整備を進めます。
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【主な事業】

オール青森で挑む！ＪＯＭＯＮ世界遺産登録推進事業 44,212千円

リビングリテラシー波及促進事業 3,595千円

太宰文学と演劇による青森芸術の魅力発信事業 20,000千円

５ 結婚・妊娠・出産・子育てしやすい環境づくり

結婚・妊娠・出産・子育て支援に向け、ワーク・ライフ・バランスの推進等により結婚や子育て

を応援する企業の拡大を図るなど、子どもを産み育てやすい環境を社会全体で支援する環境づくり

を進めます。

【主な事業】

「みんなで子ども・子育てを応援！」推進事業 16,808千円

結婚支援協働サポート事業 16,209千円

戦略プロジェクト４ 未来へつなぐ「地域のゆりかご」プロジェクト 31事業 351百万円

人口が減少しても持続可能な地域づくりを進めるため、農山漁村における地域経営や観光を活用

した地域づくり、保健・医療・福祉体制の充実、生活機能の維持・確保、多様な担い手の確保・育

成などに取り組みます。

特に、2025年の超高齢化時代を見据え、高齢者が住み慣れた地域の中で居場所や生きがいを持ち、

安心して暮らせる環境づくりに向け、市町村や地域と連携しながら、地域主体の取組を促進します。

１ 持続可能な地域づくり

持続可能な地域をつくるため、超高齢化時代を見据えた多様な主体の連携による生活関連サービ

スの充実、「地域経営体」の強化支援、観光を活用した地域づくりなど、担い手の育成に取り組み

ます。

【主な事業】

東京2020大会開催効果獲得推進事業 49,425千円

青森県型地域共生社会の実現に向けた地域経営推進事業 70,816千円

青森型観光マーケティング強化促進事業 10,078千円
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２ 保健・医療・福祉体制の充実

保健・医療・福祉体制の充実に向け、これらを担う医師や薬剤師、看護師、助産師等の医療従事

者などの人財の確保・定着等の取組の強化を図るとともに、地域医療構想の推進等による最適な医

療提供体制の整備、生活支援サービスを提供する仕組みづくりにつながる市町村の主体的な取組の

促進など、「青森県型地域共生社会」の実現のための取組を着実に推進します。

【主な事業】

「青森県型地域共生社会」地域機能強化推進モデル事業 27,009千円

子ども・若者を地域で支える体制強化事業 4,374千円

認知症地域支援体制構築推進事業 4,475千円

３ 交通ネットワークの形成・買物支援の推進

超高齢化時代を見据えた交通ネットワークの形成、移動販売や出張販売などによる買物支援等の

仕組みづくりに取り組みます。

【主な事業】

地域公共交通ネットワーク構築推進事業 11,006千円

青い森鉄道沿線連携推進事業 8,712千円

あおもり型商店街買物サービス向上支援事業 5,918千円

４ 多様な主体・人材の参画・協働

多様な主体・人財の参画・協働に向け、住民主体の地域づくりを支える担い手の確保・育成、市

町村等の主体的な取組を促進するほか、多様な人財が活躍できる環境づくりに取り組みます。

【主な事業】

持続可能な青森県をめざすＳＤＧｓ推進事業 2,236千円

「未来の地域」共創支援事業 5,696千円

野生鳥獣管理対策強化推進事業 36,656千円

戦略プロジェクト５ 健康ライフ実現プロジェクト 18事業 178百万円

将来を担う子どもや若者を始め、県民の健康意識の向上、食生活や運動など生活習慣の改善、こ

ころの健康づくりなどの取組を進めます。
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１ 県民の健やか力向上

県民の健やか力向上に向けて、県民の健康意識の向上と健康的な生活習慣の定着、幅広い職域や

分野を通じた取組の充実・強化を図り、働き盛り世代の死亡率の改善をめざします。

また、がん検診の質及び受診率の向上やがんに関する相談支援の充実など、がん対策の総合的・

計画的な取組を推進するとともに、受動喫煙防止対策について一層の強化を図ります。

【主な事業】

県民の未来と健康をマモル！タバコ対策事業 6,603千円

あおもり型健康経営プロモーション事業 5,780千円

青森ライフイノベーション戦略セカンドステージ推進加速化事業 50,130千円

２ 「食」と「運動」で健康

「食」と「運動」による健康づくりに向けて、特に若者への働きかけを重視し、減塩や食育の推

進などによる食習慣の改善や、運動習慣の定着など、健康増進の取組を強化します。

【主な事業】

無理のない減塩推進ムーブメント創出事業 3,604千円

みんながつながる食育推進事業 10,672千円

みんなが主役！スポーツで健康づくり事業 5,800千円

３ こころの健康

こころの健康のため、早期発見のための仕組みづくりやハイリスク層への支援など実践的な自殺

防止対策の取組を進めます。

【主な事業】

生きることの包括的支援・自殺対策事業 16,660千円

産業・雇用分野（しごとづくりと所得の向上） 109事業 13,331百万円

本県の魅力や話題性のある情報などの効果的な発信、海外プロモーション戦略による計画的な活

動の展開により、戦略的な誘客促進に取り組みます。また、ビッグデータなどを活用した新しい視

点によるビジネスモデルの構築と実証等の実施や、ものづくり企業の海外取引の拡大に向けた技術

連携やネットワーク構築の促進により新たなビジネスモデルを創出するなど、県内における安定的

で良質な雇用の創出・確保に取り組みます。
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１ アグリ分野の持続的成長

２ 世界から選ばれる「あおもりツーリズム」の推進

３ ライフ・グリーン分野の産業創出

４ 地域産業の振興による多様な「しごと」の創出

５ 「経済を回す」ための基盤づくり

安全・安心、健康分野（命と暮らしを守る） 107事業 9,437百万円

医療連携体制の強化や医師確保対策などに引き続き取り組むとともに、次代を担う子どもたちが

健やかに育つ環境の充実や子どもの貧困対策、子どもや高齢者などを犯罪と交通事故の被害から守

るための対策に取り組みます。

県民を災害や危機から守るため、地域における自主防災活動の活性化や新たな防災活動の担い手

の育成などにより、地域の防災力の更なる強化を図ります。

１ 県民一人ひとりの健康づくりの推進

２ 県民が、がんを知り、がんの克服をめざす対策の充実

３ 質の高い地域医療サービスの提供

４ 誰もが生き生きと安心して暮らせる環境づくり

５ 安心して子どもを産み育てられる環境づくり

６ 原子力施設の安全確保対策と原子力防災対策の推進

７ 災害や危機に強い人づくり、地域づくり

８ 安全・安心で快適に暮らせる生活環境づくり

環境分野（自然との共生、低炭素・循環による持続可能な地域社会） 28事業 1,914百万円

低炭素・循環型社会の推進に向けて、県民の二酸化炭素排出量の削減の気運醸成と環境配慮行動

の促進を図るほか、生ごみの減量化や事業系食品ロスの削減を促す取組を進めます。

また、自然環境の保全等については、本県の豊かな自然の保全と活用を図るとともに、野生鳥獣

に対する管理・捕獲体制と被害防止対策を強化します。

１ 自然と共生する「暮らし」や「生業（なりわい）」を育む環境づくり

２ 県民みんながチャレンジする低炭素・循環型社会づくり

３ あおもりの環境を次世代へつなぐ人づくりと仕組みづくり
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教育・人づくり分野（生活創造社会の礎） 67事業 3,996百万円

青森県の未来を切り拓く人財の育成と活躍促進に向け、子どもたちの確かな学力の向上、新しい

時代に求められる資質・能力の育成等に取り組むほか、三内丸山遺跡をはじめとする「北海道・北

東北の縄文遺跡群」の世界遺産登録に向けて、引き続き気運醸成や認知度向上を図ります。

１ あおもりの未来をつくる人財の育成

２ あおもりの今をつくる人財の育成

３ あおもりの活力をつくる文化・スポーツの振興

地域別計画推進事業等 35事業 100百万円

各地域県民局は、６地域県民局の圏域ごとに策定した地域別計画に掲げる「今後５年間の取組の

基本方針と主な取組」を積極的に展開します。
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三 特別会計予算

県が特定の事業を行う場合に、特定の歳入をもって特定の歳出に充て、一般会計と区分してその経

理を明確にするために設けられているのが特別会計であり、現在、県には、14の特別会計があります。

令和元年度当初予算の総額は、3,064億5,034万９千円で、前年度と比較しますと、179億6,552万１

千円、5.5％の減となっています。

〔第２表〕 特 別 会 計 予 算 の 比 較
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（単位 千円）

会 計 名
令和元年度
当初予算額

Ａ

平成30年度
当初予算額

Ｂ

比 較
Ａ － Ｂ

説 明

１ 青森県公債費特
別会計

159,134,269 175,674,231 △16,539,962 既に借入れしている県債の償還の
平準化のために行う借換えの経理を
明確にするため、一般会計からの繰
入金、借換債、県債の償還金等を計
上しています。

２ 青森県療育福祉
・医療療育セン
ター特別会計

1,940,239 1,923,955 16,284 肢体の不自由な児童等のため必要
な医療・療育、福祉サービスを提供
する診療所を併設した福祉型施設で
ある県立あすなろ療育福祉センター
及び県立さわらび療育福祉センター
の管理運営費、治療や独立生活に必
要な知識、技能を与えるための医療
型施設である県立はまなす医療療育
センターの管理運営費等を計上して
います。

３ 青森県港湾整備
事業特別会計

561,049 527,981 33,068 青森港及び八戸港等における港湾
整備事業費、荷役機械、ひき船、上
屋等の管理運営費、港湾整備費に充
当した県債の償還費を計上していま
す。

４ 青森県証紙特別
会計

2,338,383 2,369,600 △31,217 県が発行する証紙について、その
売りさばきの経理を明確にするた
め、証紙売りさばき収入、一般会計
への繰出金等を計上しています。

５ 青森県管理特別
会計

226,006 218,485 7,521 本庁における通信、光熱水等を合
理的に集中管理運営するための経費
を計上しています。

６ 青森県公共用地
先行取得事業特
別会計

50,000 130,000 △80,000 公共事業を促進するため先行取得
した道路、河川等の用地の売却に伴
う土地売却収入等を計上します。
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会 計 名
令和元年度
当初予算額

Ａ

平成30年度
当初予算額

Ｂ

比 較
Ａ － Ｂ

説 明

７ 青森県下水道事
業特別会計

4,164,424 4,756,236 △591,812 流域下水道及び特定環境保全公共
下水道の整備事業並びに当該整備費
に充当した県債の償還費を計上して
います。

８ 青森県駐車場事
業特別会計

171,924 177,071 △5,147 駐車場の運営費及び駐車場の整備
に充当した県債の償還費を計上して
います。

９ 青森県鉄道施設
事業特別会計

5,344,702 5,706,031 △361,329 「青い森鉄道」の鉄道施設事業を
行うに当たり必要となる鉄道施設事
業収入、一般会計からの繰入金や鉄
道施設事業費、県債の償還金等を計
上しています。

10 青森県国民健康
保険特別会計

127,055,023 130,037,126 △2,982,103 国民健康保険法に基づく保険給付
費等交付金等の交付、事業費納付金
の徴収、財政の安定化を図るための
基金の造成及びその他保険事業を円
滑に運営するのに要する経費を計上
しています。

11 青森県母子父子
寡婦福祉資金特
別会計

320,288 272,483 47,805 母子及び父子並びに寡婦福祉法に
基づく母子及び父子並びに寡婦福祉
資金の貸付けに要する経費を計上し
ています。

12 青森県小規模企
業者等設備導入
資金特別会計

4,924,252 2,391,000 2,533,252 小規模企業の事業活動の活性化の
ための中小企業基本法等の一部を改
正する等の法律に基づく小規模企業
者等設備導入資金の貸付けに要する
経費を計上しています。

13 青森県林業・木
材産業改善資金
特別会計

87,349 99,200 △11,851 林業・木材産業改善資金助成法に
基づく林業・木材産業改善資金の貸
付けに要する経費を計上していま
す。

14 青森県沿岸漁業
改善資金特別会
計

132,441 132,471 △30 沿岸漁業改善資金助成法に基づく
沿岸漁業改善資金の貸付けに要する
経費を計上しています。

計 306,450,349 324,415,870 △17,965,521



第２ 平成30年度下半期の予算補正について

一 一般会計予算

平成30年度当初予算における予算総額は、6,630億円でしたが、９月補正までに23億9,556万９千円

の増額補正を行ったことにより、上半期末予算総額は、6,653億9,556万９千円となりました。

今期（平成30年10月から平成31年３月まで）は、その後の予算補正事由に基づき、11月及び２月

定例会においてそれぞれ予算補正を行ったほか、知事の専決処分（専決第１号及び専決第２号）を行っ

たことにより、上半期末予算額から13億556万９千円を減じたことから、平成30年度末の最終予算額

は、6,640億9,000万円となり、前年度の最終予算額と比較しますと、630億8,917万２千円、8.7％の

減となっています。

〔第15図〕 最終歳入予算の構成比

34



〔第16図〕 最終歳出予算の構成比
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（単位 千円）

区 分
平 成 儫 年 度 平 成 優 年 度 前年度比較

Ａ － Ｂ
Ｃ

伸び率
Ｃ
Ｂ最終予算額

Ａ
構成比 最終予算額

Ｂ
構成比

１ 人 件 費

２ 物 件 費

３ 維 持 補 修 費

４ 扶 助 費

５ 補 助 費 等

６ 普 通 建 設 事 業 費

⑴ 補 助 事 業 費

⑵ 単 独 事 業 費

⑶ 国 直 轄 事 業 負 担 金

⑷ 受 託 事 業 費

７ 災 害 復 旧 事 業 費

⑴ 補 助 事 業 費

⑵ 単 独 事 業 費

⑶ 国 直 轄 事 業 負 担 金

８ 公 債 費

９ 積 立 金

10 出 資 金

11 貸 付 金

12 繰 出 金

13 予 備 費

合 計

163,386,529

27,225,341

5,111,870

19,478,444

153,514,966

133,105,685

78,794,285

47,061,408

7,121,614

128,378

424,128

344,666

16,705

62,757

115,202,176

2,970,708

8,994

33,084,347

10,426,812

150,000

664,090,000

24.6

4.1

0.8

2.9

23.1

20.0

11.8

7.1

1.1

0.0

0.1

0.1

0.0

0.0

17.4

0.4

0.0

5.0

1.6

0.0

100.0

163,803,242

26,443,300

5,258,723

19,606,747

201,456,131

139,410,863

79,409,226

52,620,968

7,256,658

124,011

1,185,266

782,041

37,597

365,628

116,431,537

13,946,918

10,990

37,367,763

2,107,692

150,000

727,179,172

22.5

3.6

0.7

2.7

27.7

19.2

10.9

7.3

1.0

0.0

0.2

0.1

0.0

0.1

16.0

1.9

0.0

5.2

0.3

0.0

100.0

△416,713

782,041

△146,853

△128,303

△47,941,165

△6,305,178

△614,941

△5,559,560

△135,044

4,367

△761,138

△437,375

△20,892

△302,871

△1,229,361

△10,976,210

△1,996

△4,283,416

8,319,120

0

△63,089,172

△0.3

3.0

△2.8

△0.7

△23.8

△4.5

△0.8

△10.6

△1.9

3.5

△64.2

△55.9

△55.6

△82.8

△1.1

△78.7

△18.2

△11.5

394.7

0.0

△8.7



○補正予算の概要

⑴ 第296回定例会（平成30年11月）

平成30年10月11日に県人事委員会から提出された「職員の給与等に関する報告及び勧告」に

基づいて実施する職員の給与改定に要する経費について、現計予算に計上している給与関係費と

の増減調整を行ったうえで所要額を計上しました。

また、南部町内で確認された松くい虫被害の拡大防止対策に要する経費、するめいか資源の回

復を図るための沖合底びき網漁業の減船に対する助成に要する経費等について、それぞれ所要の

予算措置を講じたほか、公共工事の施工時期の早期化及び平準化を図るため、社会資本整備総合

交付金事業及び県費単独事業の早期発注に係る所要の債務負担行為（ゼロ債務負担行為）を設定

しました。

⑵ 専決第１号（平成31年２月６日）

平成30年12月上旬から中旬及び年末年始における集中的な降雪に伴い、更なる増嵩が見込ま

れる県管理道路の除雪に要する経費について、所要の予算措置を講じました。

⑶ 第297回定例会（平成31年２月）

平成30年11月７日に成立した国の第一次補正予算及び平成31年２月７日に成立した国の第二

次補正予算に係る公共事業関係費及び国庫補助事業費について、国からの割当見込額等に基づ

き、それぞれ所要の予算措置を講じたほか、一般公共事業費に係る所要の債務負担行為（いわゆ

るゼロ国債）を設定しました。

また、県管理道路等の除雪に要する経費、国民スポーツ大会開催基金の積立てに要する経費等

について、それぞれ所要の予算措置を講じたほか、国の補正予算に係る公共事業関係費及び国庫

補助事業費について、国からの割当見込額等に基づき、所要の予算措置を講じました。

さらに、県税市町村交付金等及び現年発生災害復旧費等について増減額の調整を行うととも

に、青森県特別保証融資制度貸付金等について減額を行いました。

⑷ 専決第２号（平成31年３月29日）

地方交付税の交付額の通知が年度末にあったこと等に伴い、県税、特別交付税、県債等につい

て予算措置を講じました。
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二 特別会計予算

平成30年度当初における予算総額は、3,244億1,587万円でしたが、上半期において１億8,231万９

千円の減額補正を行ったことにより、上半期末予算総額は3,242億3,355万１千円となりました。

下半期は、第296回定例会（平成30年11月）及び第297回定例会（平成31年２月）において、それ

ぞれ予算補正により増減調整をした結果、平成30年度の最終予算額は、3,249億331万６千円となり、

前年度最終予算額と比較しますと、1,307億2,926万９千円、67.3％の増となりました。

特別会計の補正状況は、次のとおりです。
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％
％

％

〔
第
６
表
〕

特
別

会
計

予
算

の
補

正
状

況

（
単
位

千
円
）

区
分

平
成
30
年
度

当
初
予
算
額

前
期
末

予
算
額

今
期
補
正

平
成

儫
年
度

平
成
優
年
度

比
較

第
29
6回

定
例
会

第
29
7回

定
例
会

最
終
予
算
額 Ａ

構
成
比

最
終
予
算
額 Ｂ

構
成
比

Ａ
－
Ｂ Ｃ

Ｃ Ｂ

１
公

債
費

特
別

会
計

２
療
育
福
祉
・
医
療
療
育

セ
ン
タ
ー
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

４
証

紙
特

別
会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
取
得

事
業

特
別

会
計

７
下
水
道
事
業
特
別
会
計

８
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

11
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

12
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入
資
金
特
別
会
計

13
林
業
・
木
材
産
業
改
善

資
金

特
別

会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

就
農
支
援
資
金
特
別
会
計

計

17
5,
67
4,
23
1

1,
92
3,
95
5

52
7,
98
1

2,
36
9,
60
0

21
8,
48
5

13
0,
00
0

4,
75
6,
23
6

17
7,
07
1

5,
70
6,
03
1

13
0,
03
7,
12
6

27
2,
48
3

2,
39
1,
00
0

99
,2
00

13
2,
47
1

32
4,
41
5,
87
0

17
5,
67
4,
23
1

1,
92
3,
95
5

60
0,
10
3

2,
36
9,
60
0

21
8,
48
5

15
0,
00
0

4,
48
0,
60
7

17
7,
07
1

5,
70
6,
03
1

13
0,
03
8,
31
4

2 7
2,
48
3

2,
39
1,
00
0

99
,2
00

13
2,
47
1

32
4,
23
3,
55
1

△
1,
97
0

93
0

42
9

△
61
1

3,
56
2,
25
9

△
37
,1
03

14
6,
51
2

18
2,
96
8

4,
61
8

△
41
,3
59

1,
15
8

△
15
0,
18
6

△
1,
39
2,
50
3

△
1,
82
7,
64
1

22
1,
65
3

67
0,
37
6

17
9,
23
6,
49
0

1,
88
4,
88
2

74
6,
61
5

2,
55
2,
56
8

22
3,
10
3

15
0,
00
0

4,
43
9,
24
8

17
8,
22
9

5,
55
6,
77
5

12
8,
64
5,
81
1

27
2,
48
3

56
3,
78
8

32
0,
85
3

13
2,
47
1

32
4,
90
3,
31
6

55
.2 0.
6

0.
2

0.
8

0.
1

0.
0

1.
4

0.
0

1.
7

39
.6 0.
1

0.
2

0.
1

0.
0

10
0.
0

17
1,
54
0,
96
3

1,
94
9,
76
4

1,
85
0,
72
6

2,
65
0,
11
0

22
0,
74
5

4,
23
6,
72
0

18
5,
50
2

5,
30
3,
21
0

26
3,
89
1

5,
42
9 ,
22
5

33
9,
50
8

13
2,
41
5

71
,2
68

19
4,
17
4,
04
7

88
.3 1.
0

1.
0

1.
4

0.
1

2.
2

0.
1

2.
7

0.
1

2.
8

0.
2

0.
1

0.
0

10
0.
0

7,
69
5,
52
7

△
64
,8
82

△
1,
10
4,
11
1

△
97
,5
42

2,
35
8

15
0,
00
0

20
2,
52
8

△
7,
27
3

25
3,
56
5

12
8,
64
5,
81
1

8,
59
2

△
4,
86
5,
43
7

△
18
,6
55 56

△
71
,2
68

13
0,
72
9,
26
9

4.
5

△
3.
3

△
59
.7

△
3.
7

1.
1

皆
増 4.
8

△
3.
9

4.
8

皆
増 3.
3

△
89
.6

△
5.
5

0.
0

皆
減

67
.3



第３ 県債及び一時借入金の現在高の状況について

一 県 債

学校、公営住宅の建設、河川、港湾、漁港等の整備、災害復旧等のように、一時的に多額の資金を

必要とする事業を行う場合には、これらの施設を利用する将来の県民との間で負担の公平化を図り、

財源を確保するため、県債を充てることが認められています。

〔第17図〕 県債残高の目的別構成内訳

（平成31年３月31日現在）
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二 一時借入金

一時借入金は、歳出予算に計上された経費の支出に当たって、歳計現金が不足する場合に、あらか

じめ議会の議決を得た最高限度額の範囲内で一時的に借り入れる金銭です。今期における借入状況

は、次のとおり、借入額、返済額ともにありませんでした。

○ 平成30年度借入最高限度額 1,465億3,000万円

（一般会計 1,250億円、特別会計 215億3,000万円）

○ 令和元年度借入最高限度額 1,456億9,000万円

（一般会計 1,250億円、特別会計 206億9,000万円）

○ 借入延べ日数 借入日なし

○ 最高借入額 借入額なし

○ 月別一時借入金の状況

43

（単位 千円）
月 別 借 入 額 返 済 額 月 末 残 高

10 月

11 月

12 月

１ 月

２ 月

３ 月

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

➤ 毎月の借入額及び返済額は、それぞれ毎日の借入額及び返済額の累計額です。



第４ 収入及び支出の状況について

平成30年度下半期における一般会計及び特別会計の月別の収支状況は、第７表から第10表までの

とおりです。
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〔
第
７
表
〕

一
般

会
計

収
入

状
況

（
単
位

千
円
）

区
分

予
算
現
額 Ａ

平
成
30
年
９
月

ま
で
の
累
計
額

10
月

11
月

12
月

平
成
31
年
１
月

２
月

３
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
県

税

２
地
方
消
費
税
清
算
金

３
地
方
譲
与
税

４
地
方
特
例
交
付
金

５
地
方
交
付
税

６
交
通
安
全
対
策

特
別
交
付
金

７
分
担
金
及
び
負
担
金

８
使
用
料
及
び
手
数
料

９
国
庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

計

14
2,
66
2,
83
9

48
,9
46
,5
72

23
,4
17
,5
03

45
1,
64
0

21
6,
64
2,
64
4

32
6,
59
2

4,
42
7,
46
4

8,
12
9,
47
1

12
7,
76
0,
11
6

99
4,
06
1

46
,1
09

6,
34
3,
62
9

14
,0
33
,3
81

41
,8
12
,8
36

79
,6
50
,0
40

71
5,
64
4,
89
7

74
,6
74
,2
52

27
,4
91
,3
76

6,
08
1,
22
1

45
1,
64
0

16
0,
61
1,
38
3

17
0,
99
7

91
,2
90

4,
06
0,
52
7

23
,6
44
,1
37

40
7,
94
2

5,
57
3

25
8,
67
6

14
,0
33
,3
81

3,
07
0,
10
4

2,
50
0,
00
0

31
7,
55
2,
49
9

7,
92
3,
82
6 0 0 0 0 0

1,
19
9

65
2,
96
4

6,
31
3,
68
4

48
,9
98

1,
76
1

56
,0
95 0

62
3,
95
2

12
,0
00
,0
00

27
,6
22
,4
79

8,
30
7,
60
9

8,
67
8,
94
4

8,
27
1,
47
7 0

51
,7
41
,2
65 0

1,
22
8

69
0,
70
0

7,
60
6,
66
2

17
7,
65
6

58
6 0 0

79
7,
34
1 0

86
,2
73
,4
68

21
,9
19
,8
71 0 0 0

1,
13
4,
91
8 0

1,
40
4

66
8,
90
7

11
,0
25
,2
07

40
,2
42 37
0

35
,1
09 0

35
0,
58
8 0

35
,1
76
,6
16

5,
87
9,
94
0 0 0 0 0 0

1,
38
3

62
7,
92
0

3,
47
5,
70
5

66
,6
90 51
2

48
3,
46
8 0

88
1,
83
5 0

11
,4
17
,4
53

5,
98
1,
25
7

12
,7
76
,2
52

8,
12
2,
82
2 0

31
5,
61
8 0

1,
35
3

57
8,
93
9

6,
11
3,
76
6

31
,7
43

1,
22
1

4,
86
3 0

43
2,
99
8 0

34
,3
60
,8
32

12
,0
48
,6
15 0

94
1,
98
3 0

2,
83
9,
46
0

15
5,
59
5

1,
80
5,
59
5

57
0,
74
2

39
,1
18
,3
76

21
4,
91
6

38
,4
30

5,
29
7,
80
6 0

4,
22
7,
39
4

28
,3
54
,0
00

95
,6
12
,9
12

13
6,
73
5,
37
0

48
,9
46
,5
72

23
,4
17
,5
03

45
1,
64
0

21
6,
64
2,
64
4

32
6,
59
2

1,
90
3,
45
2

7,
85
0,
69
9

97
,2
97
,5
37

98
8,
18
7

48
,4
53

6,
13
6,
01
7

14
,0
33
,3
81

10
,3
84
,2
12

42
,8
54
,0
00

60
8,
01
6,
25
9

5,
92
7,
46
9 0 0 0 0 0

2,
52
4,
01
2

27
8,
77
2

30
,4
62
,5
79

5,
87
4

△
2,
34
4

20
7,
61
2 0

31
,4
28
,6
24

36
,7
96
,0
40

10
7,
62
8,
63
8
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〔
第
８
表
〕

一
般

会
計

支
出

状
況

（
単
位

千
円
）

区
分

予
算
現
額 Ａ

平
成
30
年
９
月

ま
で
の
累
計
額

10
月

11
月

12
月

平
成
31
年
１
月

２
月

３
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
議

会
費

２
総

務
費

３
民

生
費

４
環
境
保
健
費

５
労

働
費

６
農
林
水
産
業
費

７
商

工
費

８
土

木
費

９
警

察
費

10
教

育
費

11
災
害
復
旧
費

12
公

債
費

13
諸

支
出

金

14
予

備
費

計

1,
24
5,
88
3

33
,4
02
,2
99

97
,6
66
,4
32

19
,7
17
,4
04

1,
78
7,
83
7

67
,5
03
,5
80

54
,5
14
,4
47

10
7,
20
4,
41
3

30
,7
41
,0
92

13
6,
73
6,
53
2

74
4,
19
4

11
5,
28
5,
74
5

48
,9
66
,5
37

12
8,
50
2

71
5,
64
4,
89
7

59
5,
58
0

11
,4
96
,1
89

37
,0
66
,7
49

7,
10
8,
77
0

67
7,
27
7

16
,6
05
,7
28

32
,8
97
,3
85

21
,1
98
,9
50

12
,1
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2
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9
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20
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3
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8,
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9,
46
6,
54
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〔
第
９
表
〕

特
別

会
計

収
入

状
況

（
単
位

千
円
）

区
分

予
算
現
額 Ａ

平
成
30
年
９
月

ま
で
の
累
計
額

10
月

11
月

12
月

平
成
31
年
１
月

２
月

３
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
公
債
費
特
別
会
計

２
療
育
福
祉
・
医
療
療
育

セ
ン
タ
ー
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業

特
別

会
計

４
証
紙
特
別
会
計

５
管
理
特
別
会
計

６
公
共
用
地
先
行
取
得

事
業
特
別
会
計

７
下
水
道
事
業
特
別
会
計

８
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
鉄
道
施
設
事
業

特
別

会
計

10
国
民
健
康
保
険

特
別

会
計

11
母
子
父
子
寡
婦
福
祉

資
金
特
別
会
計

12
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入
資
金
特
別
会
計

13
林
業
・
木
材
産
業
改
善

資
金
特
別
会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善

資
金
特
別
会
計

計

17
9,
23
6,
49
0

1,
88
4,
88
2

1,
52
5,
27
9

2,
55
2,
56
8

22
3,
10
3

15
0,
00
0

5,
13
4,
36
7

18
3,
67
3

5,
60
7,
53
5

12
8,
64
5,
81
1

27
2,
48
3

56
3,
78
8

32
0,
85
3

13
2,
47
1

32
6,
43
3,
30
3

92
,6
31
,9
01

1,
12
9,
48
9

32
4,
99
2

1,
36
0,
86
6

19
3,
49
0

48
,0
00

1,
97
8,
60
7

85
,1
99

1,
41
0,
67
2

63
,9
76
,7
50

54
0,
47
6

5,
00
3,
06
7

33
9,
07
2

25
7,
43
2

16
9,
28
0,
01
3

9,
30
3,
12
4

12
0,
85
1

71
,1
90

19
6,
33
9

16
,1
92

41
,0
00

18
,5
66

22
,2
31

1,
00
3,
28
9

10
,2
10
,6
83

22
,0
14

67
,4
63 15
6 0

21
,0
93
,0
98

12
,4
51
,0
78

89
,6
42

30
,8
54

18
1,
41
1

43
,8
36 0

47
1,
37
6

12
,2
07

56
5,
00
0

9,
40
3,
14
2

19
,7
82

25
6,
46
7

1,
86
2

44
,0
71

23
,5
70
,7
28

13
,6
86
,4
89

89
,7
61

33
,3
05

16
9,
48
3

7,
02
2 0

18
3,
85
9

10
,9
89 30
6

9,
43
8,
44
2

19
,8
46

15
9,
54
9

30
8

66
5

23
,8
00
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59
6,
66
9

11
6,
91
8

26
,6
21

17
8,
05
1

21
,8
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61
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00

37
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03
2

20
,2
09 95
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9,
37
4,
21
9

18
,4
21

4,
51
3 0 10

10
,7
89
,4
52

15
,5
39
,5
81

92
,1
95

13
8,
47
3

16
6,
01
4

7,
27
7 0

51
,8
50

11
,1
45 95
8

5,
34
6,
96
7

21
,4
66

13
,6
37 25
7 0

21
,3
89
,8
20

18
,5
28
,8
28

18
9,
59
0

83
4,
80
5

22
0,
50
3

13
,8
31

△
40
,3
95

1,
04
4,
17
5

11
,6
04

19
,4
74

11
,5
30
,5
46

18
,4
73

86
,2
84 29
6 69

32
,4
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83

16
2,
73
7,
67
0

1,
82
8,
44
6

1,
46
0,
24
0

2,
47
2,
66
7

30
3,
48
2
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9,
60
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4,
11
8,
46
5

17
3,
58
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3,
00
0,
65
4

11
9,
28
0,
74
9

66
0,
47
8

5,
59
0,
98
0

34
1,
95
1

30
2,
24
7

30
2,
38
1,
21
8

16
,4
98
,8
20

56
,4
36

65
,0
39

79
,9
01

△
80
,3
79

40
, 3
95

1,
01
5,
90
2

10
,0
89

2,
60
6,
88
1

9,
36
5,
06
2

△
38
7,
99
5

△
5,
02
7,
19
2

△
21
,0
98

△
16
9,
77
6

24
,0
52
,0
85
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〔
第
10
表
〕

特
別

会
計

支
出

状
況

（
単
位

千
円
）

区
分

予
算
現
額 Ａ

平
成
30
年
９
月

ま
で
の
累
計
額

10
月

11
月

12
月

平
成
31
年
１
月

２
月

３
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
公
債
費
特
別
会
計

２
療
育
福
祉
・
医
療
療
育

セ
ン
タ
ー
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業

特
別

会
計

４
証
紙
特
別
会
計

５
管
理
特
別
会
計

６
公
共
用
地
先
行
取
得

事
業
特
別
会
計

７
下
水
道
事
業
特
別
会
計

８
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
鉄
道
施
設
事
業

特
別

会
計

10
国
民
健
康
保
険

特
別

会
計

11
母
子
父
子
寡
婦
福
祉

資
金
特
別
会
計

12
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入
資
金
特
別
会
計

13
林
業
・
木
材
産
業
改
善

資
金
特
別
会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善

資
金
特
別
会
計

計

17
9,
23
6,
49
0

1,
88
4,
88
2

1,
52
5,
27
9

2,
55
2,
56
8

22
3,
10
3

15
0,
00
0

5,
13
4,
36
7

18
3,
67
3

5,
60
7,
53
5

12
8,
64
5,
81
1

27
2,
48
3

56
3,
78
8

32
0,
85
3

13
2,
47
1

32
6,
43
3,
30
3

92
,6
31
,9
01

88
3,
11
4

76
4,
51
9

1,
00
1,
14
7

81
,6
02

19
,3
15

1,
48
7,
7 2
3

44
,9
52

2,
65
8,
72
6

52
,3
35
,3
59

68
,0
08

78
,2
14 14
3

4,
59
9

15
2,
05
9,
32
2

9,
30
3,
12
4

13
0,
90
4

18
9,
97
9

18
9,
29
7

24
,9
41

13
,7
00

32
9,
04
6

19
,7
47

18
,1
54

10
,0
84
,7
53

33
,6
29

11
,5
01

40
,5
25 62

20
,3
89
,3
62

12
,4
51
,0
78

13
9,
35
6

23
,4
52

21
4,
19
2

8,
65
3

30
,0
19

14
7,
12
4

1,
44
2

70
0,
52
2

9,
58
7,
35
0

1,
34
8

77
,9
71 4 3

23
,3
82
,5
14

13
,6
86
,4
89

28
4,
52
9

86
,1
95

18
5,
35
3

16
,9
88

10
,9
59

23
8,
93
1

7,
72
3

1,
09
0,
95
7

10
,3
73
,8
37

1,
58
4

19
0,
50
1 13 20

26
,1
74
,0
79

59
6,
66
9

12
7,
16
1

16
,2
64

18
7,
55
8

26
,1
88

2,
22
7

12
7,
41
7

18
,9
3 4

4,
27
0

10
,2
75
,2
99

33
,1
34

1,
69
1 34 0

11
,4
16
,8
46

15
,5
39
,5
81

13
0,
43
4

8,
09
4

16
3,
75
8

10
,9
48

14
,1
53

27
,6
55

1,
10
9

12
2,
01
6

10
,4
99
,1
41

2,
79
5

87
,1
04 10 42

26
,6
06
,8
40

18
,5
28
,8
28

13
0,
73
7

11
6,
97
9

18
0,
55
6

16
,5
38

16
,8
75

49
5,
60
0

75
,0
65

79
7,
86
7

10
,2
95
,1
75

11
,8
60

38
,9
96 0

12
,0
98

30
,7
17
,1
74

16
2,
73
7,
67
0

1,
82
6,
23
5

1,
20
5,
48
2

2,
12
1,
86
1

18
5,
85
8

10
7,
24
8

2,
85
3,
49
6

16
8,
97
2

5,
39
2,
51
2

11
3,
45
0,
91
4

15
2,
35
8

48
5,
97
8

40
,7
29

16
,8
24

29
0,
74
6,
13
7

16
,4
98
,8
20

58
,6
47

31
9,
79
7

43
0,
70
7

37
,2
45

42
, 7
52

2,
28
0,
87
1

14
,7
01

21
5,
02
3

15
,1
94
,8
97

12
0,
12
5

77
,8
10

28
0,
12
4

11
5,
64
7

35
,6
87
,1
66



第５ 県有財産の現在高の状況について

平成30年９月末日における県有財産の状況は、次のとおりです。

49

〔第11表〕 県 有 財 産 の 現 在 高

（平成30年９月30日現在）

区 分 単 位 行 政 財 産 普 通 財 産 計

土 地

建 物

山林（立木の蓄積量）

山 林

船 舶

浮 標

航 空 機

物 権（地 上 権）

有 価 証 券

出資による権利

㎡

㎡

㎥

㎡

隻（総ｔ）

基

機

㎡

円

円

24,627,228.32

1,939,417.21

1,481,065.86

12,075,263.00

4（961.00）

7

1

162,738,537.44

0

0

5,693,400.02

251,201.26

0

0

0

0

0

28,744.00

1,867,207,440

58,631,988,821

30,320,628.34

2,190,618.47

1,481,065.86

12,075,263.00

4（961.00）

7

1

162,767,281.44

1,867,207,440

58,631,988,821



第６ 県民の県税負担の状況について

県は、県民福祉の向上を図り、住みよい生活環境をつくるために各種の事業を実施しておりますが、

これに要する経費は、県民の皆様に直接又は間接に負担していただいております。なかでも、県税は、

県政運営上極めて重要な歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しております。
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千円 円

➤ 基礎となる人口は、国勢調査によります。（24年度から26年度までは1,373,339人、27年度以降は
1,308,265人）

〔第12表〕 県民１人当たりの県税負担額の状況

区 分 県 税 収 入 額 県 民 １ 人 当 た り
県 税 負 担 額 備 考

平 成 24 年 度

平 成 25 年 度

平 成 26 年 度

平 成 27 年 度

平 成 28 年 度

平 成 29 年 度

平 成 30 年 度

令 和 元 年 度

122,502,582

122,254,787

126,677,181

140,520,394

142,908,659

184,260,899

142,662,839

141,551,163

89,201

89,020

92,240

107,410

109,235

140,844

109,047

108,198

最終予算額

当初予算額



第７ 公営企業の業務状況について

県が独立採算制を原則とする企業的色彩の強い事業を実施する場合は、法令により企業会計を設けて
経理しています。県には病院事業、工業用水道事業の２企業会計があります。
企業会計には、公共の福祉の増進を目的とするとともに企業の経済性を発揮することが要請されてお

り、その経理の方式も、事業活動によって生ずる料金等の収益や人件費、物件費その他の諸経費等につ
いては「収益的収支」として、施設、設備等の整備に関する収支については「資本的収支」として区分
経理し、また、すべての収益及び費用をその発生の事実に基づいて経理する発生主義を採用する等の点
で、一般会計や特別会計と異なっています。

一 青森県病院事業会計
１ 事業の概要

県立病院は、平成31年３月31日現在、病床数914床で、内訳は中央病院684床、つくしが丘病院
230床となっており、それぞれ県内の基幹病院として重要な役割を果たしています。
平成30年度下半期における診療実績は第13表のとおりですが、前年度同期と比較しますと、延

べ患者数において中央病院は690人、0.3％増加し、つくしが丘病院は3,285人、9.4％増加しました。
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人
人

床
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千
円

円
人

人
床

％
千
円

円

〔
第
13
表
〕

診
療

実
績

表

区
分

中
央

病
院

つ
く

し
が

丘
病

院

備
考

延
べ

患
者
数

１
日

平
均

患
者
数

病
床
数

病
床

利
用
率

診
療
額

１
人
１

日
平
均

診
療
額

延
べ

患
者
数

１
日

平
均

患
者
数

病
床
数

病
床

利
用
率

診
療
額

１
人
１

日
平
均

診
療
額

入
院

一
般

感
染
症

精
神

外
来

合
計

10
4,
18
3

10
4,
18
3

15
4,
95
4

25
9,
13
7

57
2

57
2

1,
29
1

68
4

67
9 5

83
.7

84
.3

8,
06
4,
61
5

8,
06
4,
61
5

3,
70
0,
03
7

11
,7
64
,6
52

77
,4
08

77
,4
08

23
,8
78

22
,4
88

22
,4
88

15
,7
75

38
,2
63

12
4

12
4

13
1

23
0

23
0

53
.7

53
.7

40
9,
79
8

40
9,
79
8

17
5,
16
1

58
4,
95
9

18
,2
23

18
,2
23

11
,1
04

診
療
日
数

18
2日

診
療
日
数

12
0日



２ 経理の状況
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平成30年度病院事業会計損益計算書
（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

（単位 千円）
支 出 の 部

医 業 費 用
医業外費用

当年度純利益
計

27,097,391
1,481,122

133,811
28,712,324

収 入 の 部
医 業 収 益
医業外収益

計

24,701,391
4,010,933

28,712,324

平成30年度病院事業会計貸借対照表
（平成31年３月31日現在）

（単位 千円）
資 産 の 部

固 定 資 産
流 動 資 産

16,138,003
15,874,472

資 産 合 計 32,012,475

負 債 の 部
固 定 負 債
流 動 負 債
繰 延 収 益
負 債 合 計

12,397,390
4,615,618
4,422,117
21,435,125

資 本 の 部
資 本 金
剰 余 金
利益剰余金

資 本 合 計
負債資本合計

6,497,404
4,079,946
4,079,946
10,577,350
32,012,475
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〔
第
14
表
〕

企
業

債
明

細
書

（
平
成
31
年
３
月
31
日
現
在
）

（
単
位

円
）

借
入

先
病

院
名

発
行

総
額

償
還

高
未
償
還
残
高

前
年
度
末

償
還

高
当

年
度

償
還

高
償

還
高

累
計

財
政

融
資

資
金

中
央

病
院

1,
16
4,
00
0,
00
0

34
4,
68
7,
05
2

43
,8
88
,3
09

38
8,
57
5,
36
1

77
5,
42
4,
63
9

う
ち
旧
資
金
運
用
部
資
金

中
央

病
院

34
,0
00
,0
00

31
,7
21
,4
67

2,
27
8,
53
3

34
,0
00
,0
00

0

簡
易
生
命
保
険
積
立
金

中
央

病
院

66
,0
00
,0
00

25
,9
36
,1
41

2,
57
9,
05
5

28
,5
15
,1
96

37
,4
84
,8
04

小
計

1,
23
0,
00
0,
00
0

37
0,
62
3,
19
3

46
,4
67
,3
64

41
7,
09
0,
55
7

81
2,
90
9,
44
3

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

中
央

病
院

6,
73
0,
10
0,
00
0

1,
82
9,
36
0,
89
2

49
0,
07
7,
14
0

2,
31
9,
43
8,
03
2

4,
41
0,
66
1,
96
8

市
中

銀
行

中
央

病
院

2,
99
4,
00
0,
00
0

70
5,
85
0,
00
0

41
7,
50
0,
00
0

1,
12
3,
35
0,
00
0

1,
87
0,
65
0,
00
0

つ
く
し
が
丘
病
院

17
2,
99
0,
00
0

24
7,
50
0

24
7,
50
0

49
5,
00
0

17
2,
49
5,
00
0

小
計

9,
89
7,
09
0,
00
0

2,
53
5,
45
8,
39
2

90
7,
82
4,
64
0

3,
44
3,
28
3,
03
2

6,
45
3,
80
6,
96
8

合
計

中
央

病
院

10
,9
54
,1
00
,0
00

2,
90
5,
83
4,
08
5

95
4,
04
4,
50
4

3,
85
9,
87
8,
58
9

7,
09
4,
22
1,
41
1

つ
く
し
が
丘
病
院

17
2,
99
0,
00
0

24
7,
50
0

24
7,
50
0

49
5,
00
0

17
2,
49
5,
00
0

合
計

11
,1
27
,0
90
,0
00

2,
90
6,
08
1,
58
5

95
4,
29
2,
00
4

3,
86
0,
37
3,
58
9

7,
26
6,
71
6,
41
1



３ 令和元年度の予算の概要
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％

〔第15表〕
（単位 千円）

区 分
令 和 元 年 度
当 初 予 算 額

平 成 儫 年 度
当 初 予 算 額

前 年 度 比
増 減 比 較

（収益的収入）
第１款 中 央 病 院 事 業 収 益
第１項 医 業 収 益
第２項 医 業 外 収 益

第２款 つくしが丘病院事業収益
第１項 医 業 収 益
第２項 医 業 外 収 益

（収益的支出）
第１款 中 央 病 院 事 業 費 用
第１項 医 業 費 用
第２項 医 業 外 費 用
第３項 予 備 費
第２款 つくしが丘病院事業費用
第１項 医 業 費 用
第２項 医 業 外 費 用
第３項 予 備 費
（資本的収入）
第１款 中 央 病 院 資 本 的 収 入
第１項 負 担 金
第２項 企 業 債
第３項 補 助 金
第２款 つくしが丘病院資本的収入
第１項 負 担 金
第２項 企 業 債
（資本的支出）
第１款 中 央 病 院 資 本 的 支 出
第１項 建 設 改 良 費
第２項 企 業 債 償 還 金
第３項 他会計からの長期借入金償還金

第２款 つくしが丘病院資本的支出
第１項 建 設 改 良 費
第２項 企 業 債 償 還 金

26,969,909
23,553,837
3,416,072
1,726,447
1,065,083
661,364

27,038,970
26,679,153
349,817
10,000

1,824,721
1,815,697
8,024
1,000

1,624,108
571,108
1,053,000

0
9,383
1,383
8,000

3,239,732
2,133,152
1,006,580
100,000
9,383
8,635
748

26,348,744
23,067,169
3,281,575
1,746,037
1,078,344
667,693

26,514,908
26,220,411
284,497
10,000

1,836,165
1,827,395
7,770
1,000

1,520,128
638,494
880,000
1,634
170,513
513

170,000

2,166,346
1,125,601
940,745
100,000
170,513
170,265
248

621,165
486,668
134,497
△19,590
△13,261
△6,329

524,062
458,742
65,320

0
△11,444
△11,698

254
0

103,980
△67,386
173,000
△1,634
△161,130

870
△162,000

1,073,386
1,007,551
65,835

0
△161,130
△161,630

500

2.4

△1.1

2.0

△0.6

6.8

△94.5

49.5

△94.5



二 青森県工業用水道事業会計
１ 事業の概要

今期の給水量状況は、当初見込みに対して101.6％となっており、前年度同期と比較しますと
100.3％、年度計で比較しますと100.4％となっております。

56

〔第16表〕 給 水 実 績 表

区分
月別

基本使用水量
Ａ
特定使用水量

Ｂ
超過使用水量

Ｃ
減免使用水量

Ｄ
料金対象使用水量
Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ 給 水 料 金

上半期合計

10 月

11 月

12 月

１ 月

２ 月

３ 月

下半期合計

計

57,311,940

9,708,580

9,395,400

9,708,580

9,708,580

8,769,040

9,708,580

56,998,760

114,310,700

843,960

124,920

140,400

145,080

159,960

151,200

167,400

888,960

1,732,920

0

0

0

0

0

0

0

0

0

105,953

0

0

0

0

0

0

0

105,953

58,049,947

9,833,500

9,535,800

9,853,660

9,868,540

8,920,240

9,875,980

57,887,720

115,937,667

462,681,272

78,376,924

76,004,138

78,537,607

78,656,207

71,097,876

78,715,506

461,388,258

924,069,530

㎥ ㎥ ㎥ ㎥ ㎥ 円



２ 経理の状況
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平成30年度工業用水道事業会計損益計算書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

（単位 千円）

支 出 の 部

営 業 費 用

営業外費用

当年度純利益

計

700,021

15,755

141,960

857,736

収 入 の 部

営 業 収 益

営業外収益

計

855,620

2,116

857,736

平成30年度工業用水道事業会計貸借対照表

（平成31年３月31日現在）

（単位 千円）

資 産 の 部

固 定 資 産

流 動 資 産

3,698,112

2,857,594

資 産 合 計 6,555,706

負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

642,171

198,363

33,400

873,934

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

負債資本合計

4,839,224

842,548

5,681,772

6,555,706



58

円
円

円
円
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〔
第
17
表
〕

企
業

債
明

細
書

（
平
成
31
年
３
月
31
日
現
在
）

種
類

発
行
総
額

償
還

高
未
償
還
残
高

前
年
度
末
償
還
高

当
年
度
償
還
高

償
還
高
累
計

負 債

財
政

融
資

資
金

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

93
3,
00
0,
00
0

1,
01
8,
00
0,
00
0

57
2,
14
7,
53
8

71
3,
94
9,
26
3

46
,6
71
,3
90

57
,9
80
,7
86

61
8,
81
8,
92
8

77
1,
93
0,
04
9

31
4,
18
1,
07
2

24
6,
06
9,
95
1

合
計

1,
95
1,
00
0,
00
0

1,
28
6,
09
6,
80
1

10
4,
65
2,
17
6

1,
39
0,
74
8,
97
7

56
0,
25
1,
02
3



３ 令和元年度の予算の概要
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〔第18表〕

（単位 千円）

％

区 分
令 和 元 年 度
当 初 予 算 額

平 成 儫 年 度
当 初 予 算 額

前 年 度 比
増 減 比 較

（収益的収入）

第１款 工 業 用 水 道 事 業 収 益

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

（収益的支出）

第１款 工 業 用 水 道 事 業 費 用

第１項 営 業 費 用

第２項 営 業 外 費 用

第３項 予 備 費

（資本的支出）

第１款 工業用水道事業資本的支出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金

922,923

921,225

1,698

890,624

852,983

27,641

10,000

270,995

173,973

97,022

911,993

910,269

1,724

865,833

812,355

43,478

10,000

152,683

48,030

104,653

10,930

10,956

△26

24,791

40,628

△15,837

0

118,312

125,943

△7,631

1.2

2.9

77.5


